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A Case-Study on Social Business in Japan 
 













まず、中高齢期市民の実態であるが、2010 年 3 月の時点で、1947 年から 1949 年生まれ
の団塊の世代が 60 歳を迎えている。そして、40 歳以上の人口は 4,000 万人へと急増してい
る。内閣府『高齢白書』（2010）によると、中高齢期男性の就業状況は、50～59 歳で 90.5％、
60～64 歳で 73.1％、65～69 歳で 50.1％という実態で、60 歳以上の人たちも就業を継続し








































































































を進め、公益を重視する NPO などに類型することができる（図 2 参照）。 
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インを模索していくことを提案している。 
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社会の発展はもちろん、高齢者自身の生きがいや雇用の創出にも貢献していることを特徴と
する。 






































(2) NPO法人シニア SOHO普及サロン・三鷹(東京都三鷹市)15) 










































きりの老人は 2 人で、UI ターン者も増加しているなど、さまざまな経済効果を生んでいる。 
 
(2) 株式会社小川の庄 20)（長野県小川村） 
長野県小川村は 1955 年代の初め、とても貧しく、子どもの数が急激し、村の行末に強い
危機感がもたれていた。そこで、地域に住む若者たちが「こだま会」という組織を結成し、
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300 万円もの寄付金を募った。こうした経緯で、2002 年 7 月、シアター・エフは、市民、企
業（商工会議所や商店街等）、行政の協働による町の映画館として開業した。そして、2010















は、その成長プロセスには 2 通りあることが指摘されている 22)。 
① ソーシャルビジネス：「ステップ 1：想い醸成」→「ステップ 2：共同学習」→「ステ
ップ 3：社会実験」→「ステップ 4：事業展開」→「ステップ 5：成長・安定・分化」と
いう大きく 5 つのステップに類型 
② 企業：「ステップ 1：想い醸成」→「ステップ 2：事業展開」→「ステップ 3：成長・













わが国のソーシャルビジネスに関する一考察 遠藤 ひとみ  55 













































マイノリティや女性の事業に対してファイナンスを実施することの 2 点に分類できる 23)。 
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(2) 国民生活金融公庫「新創業融資制度」 
普通貸付、新規開業資金などの融資を自己資金の 2 倍、最高 1,000 万円まで、無担保、無
保証で融資する。2007 年 4 月より、融資限度額が従来の 750 万円から引き上げられている。 
 
(3) 日本政策金融公庫「女性、若者、シニア起業家資金」 
女性または 30 歳未満か 55 歳以上とし、新規事業創業、または事業開始後おおむね 5 年以
内が対象となる。融資額は、7,200 万円（運転資金 4,800 万円以内）となっている。 
 
(4) 「高年齢者等共同就業機会創出助成金」 






























年齢が 18 歳から 65 歳までで、地域での就業、起業を目指す人はもちろん、定年退職後のシ
ニアなども参加できる。 
その他の一例としては、「シニア向 NPO インターシップ・プログラム in かながわ」など






























































































1） 遠藤ひとみ「わが国におけるソーシャルビジネス発展の一課題」『嘉悦大学研究論集』第 51 巻第
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6）松行康夫・遠藤ひとみ「高齢社会におけるライフコースとアクティブシニアのアンペイドワーク」
『地域学研究』日本地域学会、第 35 巻、2005 年、439-450 頁に詳述している。 











13）2008 年度の売上高は 2 億 9,700 万円、経常利益率は 7.4％であり、2003 年時と比較すると約 8.5
倍となっている。（同上より引用） 
14）イーエルダーホームページ、http：//www.e-elder.jp/public1/index.html 
15）NPO 法人シニア SOHO 普及サロン・三鷹、http：//www.Svsoho.gr.jp/ 





















26）シニア向 NPO インターンシップ・プログラム in かながわ、http：//www.alice-center.jp/project/ 
senior/index.html 
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